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研究成果の概要（和文）：沖縄県の中学生を対象に，主に身体活動量が少ないと想定される女子や日常的に運動
していない子どもたちをターゲットにして，身体活動の増強をねらった介入プログラムを実施し，運動強度別の
身体活動量の変化を捉えるとともに，ライフスタイルや身体活動の動機づけにどのような影響を及ぼすのかにつ
いて検討することを主な目的とした.　女子における「軽い運動」や身体活動の少ない群で，身体活動量が事前
に比して事後の方が統計的に有意に増加した）.また，ライフスタイルに関して，食欲の増加が認められた．た
だし，男子と女子ともその他のライフスタイル項目については，介入効果は見られなかった．

研究成果の概要（英文）：Aiming to examine the effects of motivation on lifestyle and physical 
activity in lack of sufficient daily physical activity-female adolescents, we implemented an 
enhancing physical activity intervention program in junior high school female students in Okinawa 
Prefecture. We also evaluated alterations on their physical activities and exercise intensities. As 
the results, the amount of physical activity of ‘less exercise’ group had significantly increase 
after intervention. They also had significant appetite increment in regard to lifestyle. However, 
the effects of intervention program in other lifestyle elements was not found in both male and 
female adolescents.

研究分野：健康教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 欧州での子どもを対象とした調査では，身
体活動の減少が循環器系疾患のリスクを高
めるとの示唆があるなど（Andersen L B, et 
al,2003），身体活動は，成人期以降ばかりで
なく青少年期に関しても食行動とともに疾
病予防や将来にわたる健康維持増進に影響
を及ぼす中心的な要因と考えられている。他
にも Boreham と Riddoch（2001）は，子ども
時代に適切な身体活動を行うことによって
得られる恩恵の 1つに大人への行動的な「持
ち越し効果」を挙げている。つまり，子ども
時代に身体を動かす習慣が，成人期以降の身
体活動習慣に影響を及ぼすことを指摘して
おり,子ども時代の身体活動習慣は人間の発
育発達上きわめて重要である。一方，平成 20
年度から文部科学省では，全国体力・運動能
力・運動習慣等調査（従来とは異なり，小学
5 年と中学 2 年を対象とした悉皆調査で，各
年度児童生徒を併せて約191万人を対象とし
た調査）を実施し，子どもの身体活動の 2極
化とともに，特に小学高学年女子と中学生女
子の身体活動習慣の乏しさを報告している
（文部科学省,2010）。全国の中学２年生女子
について，平成 21 年度調査では体育授業以
外で「1 週間に 60 分も運動しない子」が
31.6％も存在したが，沖縄県思春期女子の不
活発さはこのデータを凌駕する。同調査で実
施された中学２年生女子の「運動やスポーツ
の実施状況」に関する質問項目（4 件法）に
よると，「しない」の回答は全国平均が 13.6％
であったのに対し，沖縄県平均は 16.0％（調
査対象者 7,213 名）であった。また，「しな
い」の次の回答基準となる「ときたまする（月
に 1～3日）」を併せると全国平均が 26.7％で
あるのに対し，沖縄県平均は 31.3％にものぼ
った。他方,沖縄県は相対的な都道府県順位
で体力総合では 30 位前後であるにもかかわ
らず,小・中学生男女ともソフトボール投と
ハンドボール投は全国1位という優位な特徴
を有している。さらに,近年，沖縄県では中
高年男性の健康問題が特に深刻であり，40～
50 歳代の脳・心臓疾患系および 60 歳代の糖
尿病は全国ワースト 1であり，肥満者の割合
も全国より高くなっている。これらの原因の
１つとして，車社会による身体活動の不足が
挙げられており，亜熱帯環境も相まって実際
に1日の平均歩数が少ないことが報告されて
いる（沖縄県福祉保健部,2000）。前述したよ
うに沖縄県では現在，男性の健康問題がクロ
ーズアップされているが，前述の中学生女子
のデータから近い将来を予測すると，女性に
関しても深刻な健康問題へと発展する可能
性が懸念される。 
 
２．研究の目的 
（1）沖縄県における思春期女子にターゲッ
トをあて，身体活動の実態ならびに身体活動
とライフスタイルとの関連を明らかにする
とともに，身体活動増強のための介入調査研

究を実施し，その効果を検証することであっ
た。 
 
（2）思春期女子の身体活動に関して，ポピ
ュレーションアプローチの視点（すべての子
どもが体育授業には参加して，身体を動かし
ている）からみると，体育授業の影響は大き
い。特に現行及び次期学習指導要領に示され
た考え方（思考力・判断力・表現力）が思春
期の子どもたちの身体活動に如何なる影響
を及ぼすのかについて明らかにすることで
あった。 
 
３．研究の方法 
 （1）介入調査については，平成 26 年 11 月中
旬と平成 27 年 4月中旬に実施した。また，
身体活動増強のための介入期間は，平成 26
年 12 月上旬～平成 27 年 4 月上旬であった。  
対象に関しては，沖縄県久米島町の中学 1・
2年生男子50名，女子47名の計97名であり，
介入プログラムの内容は，認知的方略として，
保健の授業を 2回実施し（「睡眠の重要性を
中心に，規則正しく生活することと健康との
関連に言及した授業」が 1回，ならびに「子
ども時代の身体活動が生涯にわたる健康に
どのような影響を及ぼすのかについて考え
させた授業」が 1回），さらに，家庭での身
体活動促進の啓発を行わせるため，身体活動
の重要性に関する資料を２回配布した。また，
行動的対処方略として，前述した認知的方略
と関連・意識させた上で， 3 軸センサーの活
動量計を用い，目標設定とセルフモニタリン
グの組み合わせで実施した。なお，基本的に 
介入は，被験者の自主性を促す方略に基づい
た。 
 
（2）学習指導要領の考え方が，思春期女子
の子どもたちの身体活動に如何なる影響を
及ぼすのかを検討するため，①「中学生体育
授業の思考力・判断力自己評価尺度」を作成
するとともに②「運動意欲と思考力・判断力」
との関連性を明らかにした。 
上記①に関する手続きについて，対象と調
査時期については，沖縄県那覇市内の公立中
学校 2校（A校,B 校）の全校生徒（男子 561
名，女子 583 名,性別未記入 1 名）1,145 名
を調査対象として，2015 年 4 月下旬～5月中
旬に自記式質問紙調査を実施した。なお，A
校に関しては，男子が 389 名，女子が 351
名の計 740 名であり，B校に関しては，男子
が 172 名，女子が 232 名及び性別未記入 1
名の計 405 名であった。ただし，検証的因子
分析，質問項目に 1 つの漏れもないデータ，
つまり男子が 408 名，女子が 456 名の計 864
名についてのみ分析対象者とした。 
次に調査内容に関して，個人の属性（性・
年齢・学年）を尋ねるとともに，体育授業に
おける思考力・判断力の自己評価尺度の回答
を求めた。自己評価尺度の質問項目を策定す
る際，内容的妥当性をクリアするため，国立



教育政策研究所が公表している「評価基準の
作成，評価方法等の工夫改善のための参考資
料（中学校保健体育）」の中の評価規準に盛
り込むべき事項と設定例を基にしながら，保
健体育を専門にする大学教員2名ならびに10
年以上の教職経験を有する中学校保健体育
教員 3 名で 45 項目の質問項目を設けた。さ
らに生徒への教示は，各々の質問項目につい
て「わたしは，体育の授業で～～」に続く文
であることと，また，質問項目を読む時には，
自分で何かの運動種目を想定して読んでも
良いことを明記し「まったくあてはまらな
い」（1点），「あまりあてはまらない」（2点），
「どちらでもない」（3点）「まあまああては
まる」（4 点），「とてもあてはまる」（5 点）
の 5件法での回答を求めた。 
尺度開発の手続きについては，第１に「項
目分析」として，各項目の評定値合計の全体
平均と標準偏差（SD）を求め，天井効果，フ
ロア効果を検討するとともに，平均値±1SD
法によって，調査対象者を「思考力・判断力
高群」と「思考力・判断力低群」に分類し，
ｔ検定によって各項目得点を群間比較した。
ｔ検定の結果はいずれの項目も 0.1%水準で
統計的な有意差が認められたため，各項目の
識別力は満足されていると判断した。しかし
ながら，天井効果が認められた 2項目「友だ
ちの良いところをマネして，できるようにな
ろうとしている」と「上手な友だちを見て，
技のポイントを見つけようとしている」につ
いては削除した。次に，これら 2項目を除し
た全 43 項目に関して最尤法，プロマックス
回転（因子間相関が高いと想定）による探索
的因子分析を実施した。固有値 1.0 を基準と
して 5因子構造を採用するとともに，各因子
における負荷量が.40 以上の質問項目を因
子ごとに読み取り，各々「情報収集

．．．．
」「学び
．．

合い
．．
」「課題解決」「運動観察・分析」「学習

．．

成立の基盤
．．．．．

」と命名した。加えて，教育実践
の場での簡便な尺度開発に向けて，尺度の項
目数を減じること。また，各因子の項目数の
統一をめざし，因子負荷量の高い 4項目ずつ
計 20 項目を採用した。その後，探索的因子
分析を再度行った。2回目の探索的因子分析
で採用された 5 因子解 20 項目に関して，5
つの潜在的因子からそれぞれ該当する項目
が影響を受け，すべての因子間に共分散が存
在することを仮定したモデルによる検証的
因子分析を実施し，モデルに関して高い適合
度指標を算出することができた。 
一方，前頁②に関しては，2015年 4月~5
月において，沖縄県那覇市内の公立中学校
2校の生徒（男子 561名、女子 583名の計
1,144 名）を対象に自記式質問紙調査を実
施した。調査内容は，前頁①で作成した 20
項目 5下位尺度から成る「体育授業におけ
る思考力・判断力の自己評価尺度（以下、
思考力・判断力尺度）」と 64項目 7下位尺
度から成る「体育における学習意欲検査（以
下、AMPET）」（西田,1989）を用いた。 

どちらの尺度についても「とても（よく）
あてはまる」～「まったく（ほとんど）あ
てはまらない」までの 5件法で回答を求め，
得点化を図った。 
４．研究成果 
（1）介入による身体活動量の変化 
 男子に関しては，Fig.１の通り日常的に強
い運動を多く実施しているグループ，中等度
の運動を多く実施しているグループならび
に，軽い運動を多く実施しているグループす
べてにおいて介入効果は認められなかった。 
 他方，女子に関しては Fig.２の通り， 
「軽い運動」を多く実施しているグループや
普段の「身体活動量下位群」において，身体
活動量について介入後の方が統計的に有意
に向上していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また，Table１に示した通り，ライフスタ
イルに関する介入の効果として，食欲の増加
が認められた。ただし，次頁 Table2 で示す
ように「睡眠不足を感じるか」の質問につい
ては，介入前後での統計的な有意差はなかっ
た。 
 
Table１ 
食欲に関する介入前後の割合の変化とχ2検定の結果                   

 
    食欲がある   食欲がない   
    ｎ  ％    ｎ  ％   χ2  p 
Pre       76    85.4      13   14.6                                              

4.94  .026 

Post      82   95.3       4   4.7      

                                        



Table2 
睡眠不足の介入前後の割合の変化とχ2検定の結果               

 
    感じている  感じていない   
    ｎ  ％    ｎ  ％   χ2  p 
Pre       35    44.3      53   55.8                                               

2.28  .131 

Post      44   55.7      42   44.2      

                                        
 
総じて，（1）に関する研究では，比較的
身体活動量の少ない中学生への効果をねら
って，介入を実施したが，身体活動量に関し
て，男子では，介入前後で変化がみられなか
ったのに対し，女子の「軽い運動」のみで，
統計的に有意に向上したことや，下位群（男
女混み）においても女子の結果と同様に事後
が有意に向上したことから，本研究のねらい
に沿った介入効果がみられたと判断できる。  
他方，ライフスタイルについては，事後で
食欲の増加が認められたことから，身体活動
量増強との関連が示唆された。また，動機づ
けについては，すべての下位尺度で交互作用
が有意でなかったことから，明らかな介入効
果はなかったと考えられる。一方，若干では
あるが，身体活動量や動機づけの値自体は低
下していた。これは，発達による自然反応と
推察される。今回は，直接的な介入効果があ
ったものの，今後の課題として，コントロー
ル群を設けることを指摘することができる．  
 また，（2）に関する研究では，特に身体活
動量の増強と関わる②において，体育におけ
る学習意欲（Achievement Motivation in 
Physical Education）から思考力・判断力
へのモデルを仮定し，パス解析によって検
証した。モデルの適合度（GFI = .989, CFI 
= .993,RMSEA = .042）は良好（豊田，1992）
であった（Fig3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig.3 体育における学習意欲から「思考力・判断力」 

への影響について 

 

「学習ストラテジー」からはすべての思
考力・判断力の下位尺度に対して有意な正

の影響（以下、影響）を示した。具体的に
は，情報収集（β＝.32），学び合い（β
＝.45），課題解決（β＝.40），運動観察・
分析（β＝.48），学習成立の基盤（β＝.36）
への影響であった。同じく，「困難の克服」
は，「課題解決（β＝.21）」と「運動観察・
分析（β＝.24）」に対する影響がみられ，
また「学習の規範的態度」は「学習成立の
基盤（β＝.23）」に対する影響を示し，「運
動の有能感」は「情報収集（β= .22）」「学
び合い（β＝.20）」，「課題解決（β＝.17）」
に対して，各々，影響が認められた。他方，
「緊張不安」は課題解決（β＝ -.10）に対
して，有意な負の影響を及ぼしていること
が判明した。これらの見方を逆にして，思
考力・判断力の視点から先行要因である「体
育における学習意欲」をみると，課題解決
は，３つの学習意欲，すなわち「学習スト
ラテジー」「困難の克服」「運動の有能感」
から影響を受けるとともに，「緊張不安」
からは負の影響が示された。他にも，情報
収集，学び合いは，「学習ストラテジー」
と「運動の有能感」から運動観察・分析は
「学習ストラテジー」と「困難の克服」か
ら影響を受け，学習成立の基盤は「学習ス
トラテジー」と「学習の規範的態度」から
影響が示されていることが明らかになっ
た。 
 （2）の②の研究に関するまとめとして，
子どもが自発的・内発的に思考し，判断す
る場合が多いという意味で，運動場面にお
ける思考力・判断力の重要性は明らかであ
るが，その内実や行動との関係性について
は，これまで十分に検討されてこなかった
と言えよう。そこで本研究では，中学生を
対象に体育における思考力・判断力が，行
動の先行要因である「動機づけ（意欲）」
から如何なる影響を受けるのかを検討し
た。分析の結果，有能感などの下位意欲に
とどまらず，さまざまな下位意欲が体育に
おける思考力・判断力に影響を及ぼしてい
ることが明らかになった。同時にこれらの
機序が，従来の学習理論である自己調整学
習方略や自己調整学習理論におけるこれま
でのいくつかの研究報告と一致しているこ
とが判明した。これらの結果から，あらた
めて，体育において児童・生徒の主体的で
能動的な学習指導の重要性が示唆された。 
ただし，本研究では，対象者が沖縄県内
の中学生のみであったことや動機づけ尺度
として AMPETのみを用いたこと，及び
AMPETの下位尺度である「学習ストラテ
ジー」が「思考力・判断力」を内包してい
ること等，一定の研究の限界を指摘するこ
とができる。今後は，より詳細なこれらの
メカニズムを解明するため、他の分析方法
や性差についても検討する必要があると考
えられるが，翻って思春期女子に対する身
体活動の増強への示唆として，ポピュレー
ションアプローチとしての体育授業ではさ



まざまな下位意欲を喚起するような学習内
容や指導の工夫が求められていると言える
だろう。 
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